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研究成果の概要（和文）：本研究は、2011年3月に発生した福島第一原発事故による心理社会的な影響の要因に
ついて、特に「放射線による健康不安」に着目し、被災者や避難者が抱える不安を把握することを目的とした。
26年度より、避難指示区域等からの避難生活を続ける高齢者を主な対象としてインタビュー調査を実施、27年度
には、実施したインタビュー調査の分析、及び背景情報、文献の整理の他、チェルノブイリ原発事故の被災地域
であるウクライナで開発され、既に使用されている「放射線被曝によるPTSD尺度」にならい、尺度開発、日本に
おける項目の検討を進めた。28年度-30年度には、ウクライナにおける被災地域等で住民への聞き取りを実施し
た。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research project was to examine psychosocial of the 
Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident in March 2011 as well as its determinants. The study 
focused on the community residents' health concerns that result from potential exposure to 
radiation. In the first year, a qualiitative research was conducted, which was mainly targeted older
 adults who continued to evacuate from exclusion zones. Background information on daily lives of 
evacuees and residents were gathered and analyzed. The "PTSD due to radiation exposure" scale which 
had been developed in Ukraine after the Chernobyl Nuclear Power Plant Accident, was utilized as a 
reference for the scale development for people living in Fukushima. Interviews to the residents in 
Ukraine who were affected by Chernobyl accident were conducted in 2016-2018.

研究分野： 国際保健
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研究成果の学術的意義や社会的意義
避難指示が解除されても、放射線量に関しての不安を抱く人が少なからず存在していた。同時に、居住環境が以
前と同様ではなく、インフラ不足、家族の離散、経済的不安といった課題に直面することの影響も考えられた。
本研究により被災者・避難者の不安を具体的に把握し、得られたエビデンスは長期ケアにも用いることができ
る。また、原子力事故を含む同様の複合災害が発生した際にも、起こりうる心理社会的影響の予防に貢献できる
と考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 2011 年 3 月に東日本大震災に伴い発生した福島第一原子力発電所事故は、放射性物質を広
範囲に拡散させた。福島県が受けた被害は地震や津波によるものだけではなく、高い放射線量
によって約 15 万人が避難を余儀なくされ、長期にわたり帰還困難な地域が存在する。また、
避難生活だけではなく、生活の根幹であった農林水産業への影響も生じた。県内では震災によ
る直接的な死者数を、生活変化やストレスによる震災関連死の数が上回ると予測されている。
放射線がもたらす住民への直接的健康影響については、医学的な調査と放射線防護の取り組み
が進行しているが、被ばくへの不安や避難生活による心身への負担を和らゲルための施策は十
分に進んでいない。過去最大の被害が発生したチェルノブイリ原発事故においても、強制移住
者や汚染地域定住者の、うつ、アルコール中毒、自殺等が報告され、事故から 27 年が経過し
た時点でも心理社会的リハビリテーションを行っている。日本でも地域での心理社会的な影響
の特定と、日々の暮らしの中で住民と接する機会の多い保健師などによる公衆衛生学的ケアが
急務である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2011 年 3 月に発生した福島第一原発事故の現場で、質的・量的調査の手法を用いて、
その要因を特定することを目指すものである。「放射線による健康不安」に着目し、一人ひとり
の被災者や避難者が抱える不安を具体的かつ系統的に把握できる尺度 (質問票)の開発を行う。
次に、開発された尺度によって、精神健康指標をはじめとする健康状態と健康不安との関連を
探索することによって、今後、原子力事故を含む同様の複合災害が発生した場合にも起こりう
る心理社会的影響の予防や長期化した時のあり方について具体的に提言することを目指す。 
段階ごとの目的は下記のとおりである 
(1) 一人ひとりと向き合うことのできる質的調査手法により、①福島第一原発事故による心理

社会的影響の全体像とその要素、②放射線が与える健康不安の要因を分析し、系統的に分
類する。 

(2) 質的調査で得られた内容と、既にウクライナで開発・使用されている「チェルノブイリ
PTSD」尺度を元に、上記の心理社会的健康影響要因について量的に測定できる尺度を開
発する。 

(3) 開発された尺度を用い、量的調査手法により、関連する健康指標(全体的精神健康度、うつ、
認知行動力等)との関連を分析する。心理社会的要因が健康に及ぼす影響について評価する。 

 
３．研究の方法 
(1)質的調査（個別インタビュー、フォーカスグループインタビュー） 
避難指示区域からの避難者、避難指示区域以外の居住者、避難指示区域以外からの自主避難者
等を含む。対象者には福島県と、県外避難者の多い新潟県等の自治体において、自治体窓口、
住民の 自治組織、被災者支援団体等を通じて依頼。 
個別インタビュー数は質的調査における理論的飽和に達するまで実施。1 回の調査時間は 1-2 
時間程度。インタビューは参加者の同意を得た上で、IC レコーダーに録音し、録音データは研
究従事者及び調査補佐等が逐語録に文字起こしした。 
聞き取った内容の分析には、質的情報分析ソフト Nvivo10 を用いたテーマ分析法を用いた。 
(2)チェルノブイリ原発事故被災地のウクライナで開発され使用されている「放射線被ばくによ
る PTSD」尺度、及びその他関連性のある既存の尺度と、個別インタビューで得られた情報を統
合して用い、福島県の実状に即した「放射線による健康不安」尺度を作成。パイロットスタデ
ィを行なった。個人データは全て ID化し、分析した。 
(3) 開発された尺度を用い、実際に地域住民を対象とした放射線による健康不安と健康指標と
の関連を探索する調査を計画。健康指標は、全体的な健康状況、うつ、不定愁訴等について、
日本版 General Health Questionnaire (GHQ) 精神健康調査(WHO)、自己評価式抑うつ性尺度
(Self-rating Depression Scale, SDS)、出来事インパクト尺度改訂版 (Impact of Event 
Scale-Revised, IES-R)などを用いて測定する。一方、避難指示解除等に伴い生活背景が大きく
変化し実施が遅れているため、今後計画を見直しながら調査を継続する予定である。 
 
４．研究成果 
平成 26年度においては、避難指示区域等からの避難生活を続ける高齢者を主な対象として調査
を実施した。平成 27 年度には、実施したインタビュー調査の分析、及び入手した背景情報、文
献の整理を行ったほか、チェルノブイリ原発事故の被災地域であるウクライナで開発され、既
に使用されている「放射線被曝による PTSD 尺度」を作成した研究者とのコンタクトの元、尺度
開発、日本における項目の検討を進めた。平成 28年度、平成 29年度、平成 30年度には、ウク
ライナにおける被災地域等で住民への聞き取りを実施した。 
一方、予定していた被災者を対象とした量的調査については、対象者の居住環境や背景となる
社会情勢の変化により、対象地域等の設定が難航し、計画の見直しを行なっている。 
今後も、原子力事故を含む同様の複合災害が発生した場合に起こりうる心理社会的影響の予防
や長期化した時のあり方について具体的に提言することを目指し、調査を継続する。 
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